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連結純資産変動計算書（2017年１月１日から2017年12月31日まで）

　当期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]

項目
流通

株式数
(千株)

株主資本
非 支 配
持 分

純 資 産
合 計資本金 資 本

剰 余 金
利 益
準 備 金

そ の 他 の
剰 余 金

そ の 他 の
包 括 損 益
累 計 額

自 己 株 式

2017年１月１日現在 1,240,703 84,070 84,605 19,539 961,403 49,336 △192 73,164 1,271,925

当 期 純 利 益 136,445 8,900 145,345
その他の包括利益 17,270 3,826 21,096
当社株主への現金配当
(31 円 00 銭 / 株) △38,421 △38,421

非支配持分への現金配当 △3,744 △3,744

自己株式の取得及び処分 △7,076 144 △13,172 △13,028

自 己 株 式 の 消 却 △13,190 13,190 ―

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 35 30 15 45
連結子会社に対する持分の変動 273 1,944 2,217

2017年12月31日現在 1,233,662 84,100 85,037 19,539 1,046,237 66,606 △174 84,090 1,385,435

　前期（ご参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]

項目
流通

株式数
(千株)

株主資本
非 支 配
持 分

純 資 産
合 計資本金 資 本

剰 余 金
利 益
準 備 金

そ の 他 の
剰 余 金

そ の 他 の
包 括 損 益
累 計 額

自 己 株 式

2016年１月１日現在 1,244,504 84,070 87,838 19,539 869,769 79,292 △198 78,248 1,218,558

当 期 純 利 益 132,485 10,380 142,865
その他の包括損失 △29,765 △501 △30,266
当社株主への現金配当
(28 円 00 銭 / 株) △34,839 △34,839

非支配持分への現金配当 △2,270 △2,270

自己株式の取得及び処分 △3,801 △1 △6,005 △6,006

自 己 株 式 の 消 却 △6,011 6,011 ―
連結子会社に対する持分の変動 △3,233 △191 △12,693 △16,117

2016年12月31日現在 1,240,703 84,070 84,605 19,539 961,403 49,336 △192 73,164 1,271,925
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる事項等）
【重要な会計方針】
１．連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条の３第１項の規定により、米国において一般に公正妥当と
認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しています。ただし、同規則第120条
の３第３項において準用する同規則第120条第１項後段の規定に準拠して、米国において一般に公正妥当
と認められた会計基準により要請される記載及び注記の一部を省略しています。

２．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
当期の連結子会社数は173社、持分法適用関連会社数は14社です。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法……………主として移動平均法による低価法

４．有価証券の評価基準及び評価方法
売却可能有価証券………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
います。）

５．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………………………主として定額法
のれん及び無形固定資産………………………のれんについては償却を行わずに少なくとも年１回の減損テ

ストを実施しています。
また、耐用年数が確定できる無形固定資産については、見積
償却年数にわたり経済的便益が費消される傾向等を反映した
方法により償却しています。

６．引当金の計上基準
貸倒引当金………………………………………債権に対する貸倒引当金は、回収状況、過去の貸倒実績、経

済状況の趨勢、債務者の支払能力や現担保価値等を考慮した
見積額を計上しています。過去の回収状況や現在及び今後の
経済状況は経営者が定期的に見直し、必要に応じて見積額の
調整を行っています。

７．その他連結計算書類作成の基本となる重要な事項
(1) 退職給付会計

過去勤務費用は、発生時の在籍従業員の平均残存勤務年数で均等に償却しています。
数理計算上の差異については、期首の数理計算上の差異のうち退職給付債務と年金資産のいずれか大きい
額の10％未満に相当する部分は償却せず、同10％以上20％未満に相当する部分は従業員の平均残存勤務
年数で除した金額を、同20％相当額を超過する部分は当該超過部分の全額を当期に償却しています。

(2) 消費税等の会計処理の方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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８．会計方針の変更
当期より、たな卸資産の測定の簡素化に関する新会計基準を適用しています。同基準はたな卸資産を取得
原価もしくは正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定することを要求し、たな卸資産の事後測定の簡
素化を目的としています。なお、同基準の適用が当社の連結計算書類に与える影響は重要ではありません。

当期より、貸借対照表上における繰延税金の区分に関する新会計基準を適用しています。同基準は繰延税
金資産及び繰延税金負債を貸借対照表において非流動項目として表示することを要求するものです。同基
準の適用にあたり、過去の連結計算書類等を遡及的に調整していません。なお、前期末における流動区分
の繰延税金資産及び繰延税金負債は、それぞれ46,798百万円及び160百万円です。

９．会計上の見積りの変更
当社は従来、有形固定資産の減価償却方法として主に定率法を採用していましたが、当期より定額法に変
更しました。この変更は、中期経営計画に基づき、生産体制及び研究開発体制の見直しを行ったことを契
機として固定資産の使用状況を検討した結果、今後は有形固定資産の長期安定的な稼働が見込まれるため、
減価償却方法を定額法に変更することが合理的であると判断したことによるものです。この減価償却方法
の変更の影響は米国財務会計基準審議会会計基準編纂書250「会計上の変更及び誤謬の修正」に基づき、
会計上の見積りの変更として将来にわたって認識されます。この変更により、従来の方法と比較して、当
期の当社株主に帰属する当期純利益及び１株当たり当社株主に帰属する当期純利益は、それぞれ1,050百
万円及び０円85銭増加しています。
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【連結貸借対照表に関する注記】
１．記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しています。

２．その他の包括損益累計額の内訳
外貨換算調整額 31,386百万円
有価証券の未実現損益 55,354百万円
年金負債調整額 △20,134百万円

計 66,606百万円

３．担保に供している資産
売掛金 333百万円
短期金融債権 70,791百万円
その他の流動資産 11,433百万円
長期金融債権 120,870百万円
有形固定資産 3,249百万円

計 206,676百万円
上記に対応する債務

短期借入金 580百万円
一年内返済予定の長期債務 62,207百万円
長期債務 108,511百万円

計 171,298百万円

４．保証債務 15,429百万円
販売会社及び取引先の銀行借入金に対し、債務保証を行っています。

【連結損益計算書に関する注記】
１．記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しています。
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【連結純資産変動計算書に関する注記】
１．記載金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しています。

２．発行済株式数
普通株式 1,234,024千株

３．その他の包括損益の内訳
当社株主に帰属

（百万円）
非支配持分に帰属

（百万円）
計

（百万円）
外貨換算調整額 5,377 3,722 9,099
有価証券の未実現損益 5,803 92 5,895
年金負債調整額 6,090 12 6,102

計 17,270 3,826 21,096
【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

売掛金及び小売金融債権の多くは北米の農機販売に係わるものです。特定のディーラーまたはユーザーに
信用リスクが著しく集中することはないため、これらの債権に係る信用リスクは限定されていると考えて
います。
その他の投資は売却可能有価証券に分類され、主に株式から構成されています。これらは株式相場の変動
リスク等にさらされているため、定期的に減損の要否を検討しています。
金融機関からの借入や社債の発行等による資金調達に際し、これらの債務がさらされている金利リスクを
ヘッジするために金利スワップ契約及び通貨金利スワップ契約を行っています。また、国際的な事業活動
に係わる外貨建資産及び負債は外国為替レートの変動リスクにさらされており、このリスクを軽減するた
めに先物為替契約(通貨オプション契約を含む)や通貨スワップ契約及び通貨金利スワップ契約を行ってい
ます。
これらのデリバティブはすべて社内方針及び管理規程に基づいて管理されており、投機的な目的で保有さ
れているものはありません。デリバティブの契約先はいずれも国際的に信用度の高い金融機関であるため、
その信用リスクは小さいと考えられます。

２．金融商品の時価等に関する事項
帳簿価額

（百万円）
公正価値

（百万円）
金融資産

金融債権－純額 (注)１ 660,885 645,198
その他の投資 (注)２ 142,265 142,265
長期売掛金 (注)１ 69,127 74,336

金融負債
長期債務 (注)１ △651,640 △639,780

デリバティブ (注)３
先物為替契約 △426 △426
金利スワップ契約 △284 △284
通貨金利スワップ契約 △1,403 △1,403

△は負債を表します。
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公正価値の算定方法等
（注）１ 金融債権、長期売掛金及び長期債務の公正価値は将来のキャッシュ・フローを現行の市場利子率

によって割引いた現在価値により表示しています。なお、上記金融債権－純額の金額にはファイ
ナンスリースによるものを含めていません。上記長期売掛金には連結貸借対照表の売掛金に計上
されている、一年内に回収予定のものを含めています。また、上記長期債務にはキャピタルリー
ス債務を含めておらず、連結貸借対照表の一年内返済予定の長期債務に計上されている、一年内
に返済予定のものを含めています。

（注）２ 決算日における同一資産の市場価格に基づく時価で評価しています。なお、上記の金額には、市
場性がなく時価を把握することが著しく困難な持分証券3,418百万円を含めていません。

（注）３ 主要な国際的金融機関での観察可能な市場インプットに基づく時価で評価しています。
（注）４ 現金及び現金同等物、売掛金（一年内回収予定の長期売掛金を除く）、受取手形、その他の短期

金融資産、買掛金、支払手形、短期借入金並びにその他の短期金融負債については満期までの期
間が短いため、公正価値は帳簿価額と近似しています。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり株主資本 1,054円86銭
２．１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 110円30銭
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株主資本等変動計算書（2017年１月１日から2017年12月31日まで）

当期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金
利益

準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

土地圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2017年１月１日残高 84,070 73,057 ― 19,539 18 171 272,842 45,762 △39 495,421
当期変動額
特別償却準備金の取崩 △5 5 ―
別途積立金の積立 7,200 △7,200 ―
剰余金の配当 △38,421 △38,421
当期純利益 95,431 95,431
自己株式の取得 △13,197 △13,197
自己株式の処分 0 0 0
自己株式の消却 △0 △13,190 13,190 ―
譲渡制限付株式報酬 30 30 60
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) ―

当期変動額合計 30 30 ― ― △5 ― 7,200 36,625 △6 43,873
2017年12月31日残高 84,100 73,087 ― 19,539 12 171 280,042 82,387 △46 539,294

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

2017年１月１日残高 74,855 74,855 570,276
当期変動額
特別償却準備金の取崩 ― ―
別途積立金の積立 ― ―
剰余金の配当 ― △38,421
当期純利益 ― 95,431
自己株式の取得 ― △13,197
自己株式の処分 ― 0
自己株式の消却 ― ―
譲渡制限付株式報酬 ― 60
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 4,905 4,905 4,905

当期変動額合計 4,905 4,905 48,778
2017年12月31日残高 79,760 79,760 619,055
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株主資本等変動計算書
前期（ご参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[単位：百万円]

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金
利益

準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

土地圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2016年１月１日残高 84,070 73,057 ― 19,539 22 167 260,242 47,508 △46 484,561
当期変動額
特別償却準備金の取崩 △3 3 ―
土地圧縮積立金の積立 3 △3 ―
別途積立金の積立 12,600 △12,600 ―
剰余金の配当 △34,839 △34,839
当期純利益 51,704 51,704
自己株式の取得 △6,005 △6,005
自己株式の処分 △0 0 0
自己株式の消却 △6,011 6,011 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) ―

当期変動額合計 ― ― ― ― △3 3 12,600 △1,746 6 10,859
2016年12月31日残高 84,070 73,057 ― 19,539 18 171 272,842 45,762 △39 495,421

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

2016年１月１日残高 71,248 71,248 555,810
当期変動額
特別償却準備金の取崩 ― ―
土地圧縮積立金の積立 ― ―
別途積立金の積立 ― ―
剰余金の配当 ― △34,839
当期純利益 ― 51,704
自己株式の取得 ― △6,005
自己株式の処分 ― 0
自己株式の消却 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 3,606 3,606 3,606

当期変動額合計 3,606 3,606 14,466
2016年12月31日残高 74,855 74,855 570,276
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個別注記表
【重要な会計方針】
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法
ただし、個別生産品の製品・仕掛品は個別法による原価法によっています。
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています。

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………………定額法を採用しています。
(リース資産を除く)
無形固定資産………………………定額法を採用しています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しています。

リース資産…………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リ
ース期間を耐用年数とする定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。

製品保証引当金……………………販売済みの製品の無償修理費用に充てるため、当社の過去の実績に基づ
き必要額を計上しています。
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賞与引当金…………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に対応
する見積額を計上しています。

役員賞与引当金……………………役員に対する賞与の支出に備えるため、当期における支給見込額に基づ
き計上しています。

退職給付引当金……………………
(前払年金費用)

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しています。
なお、当期末においては、年金資産の額が退職給付債務に未認識過去勤
務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超えているため、前
払年金費用として貸借対照表に計上しています。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（14.2～16.3
年）による定額法により費用処理しています。
数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間による定率法によりそ
れぞれ発生の翌期から費用処理しています。なお、償却率の基礎となっ
た従業員の平均残存勤務期間は17.7年です。

４．収益及び費用の計上基準
進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工
事完成基準を適用しています。なお、工事の進捗率の見積りには原価比例法を使用しています。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
(2) ヘッジ会計の方法

短期の先物為替契約はすべて時価評価しており、ヘッジ対象が予定取引の場合を除いて、ヘッジ対象とな
る外貨建債権等の為替差損益と相殺した上で当期の損益に計上しています。
金利スワップについては特例処理を採用しており貸借対照表には計上していません。

(3) 消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

６．会計方針の変更
当社は従来、有形固定資産の減価償却方法として定率法を採用しておりましたが、当期より定額法に変更
しました。この変更は、中期経営計画に基づき、当社グループの生産体制及び研究開発体制の見直しを行
ったことを契機として、固定資産の使用状況を検討した結果、今後は有形固定資産の長期安定的な稼働が
見込まれるため、減価償却方法を定額法に変更することが合理的であると判断したことによるものです。
この変更により、従来の方法と比較して、当期の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ
1,187百万円、892百万円及び892百万円増加しています。
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【貸借対照表に関する注記】
１．記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 331,324百万円
長期金銭債権 40,086百万円
短期金銭債務 129,189百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 382,772百万円

４．偶発債務
(1) 保証債務

関係会社等の金融機関からの借入金に対する債務保証
クボタサウジアラビア Co.,LLC 785百万円

グループファイナンス貸付金に対する信用保証
㈱クボタクレジット 3,820百万円

(2) 受取手形割引高 1,357百万円

５．当期の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末日残高に含まれています。
受取手形 406百万円
受取電子手形 1,659百万円
支払手形 123百万円
支払電子手形 28,724百万円
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【損益計算書に関する注記】
１．記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。

２．関係会社との取引高
売上高 671,998百万円
仕入高 114,597百万円
営業取引以外の取引高 31,346百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
１．記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。

２．発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数
（千株）

増加株式数
（千株）

減少株式数
（千株）

当期末株式数
（千株）

普通株式 1,241,119 35 7,130 1,234,024

（注） １．当期における増加株式数の内訳は次のとおりです。
2017年3月24日取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての
新株発行による増加 35千株

２．当期における減少株式数の内訳は次のとおりです。
2017年12月21日取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少 7,130千株

３．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数
（千株）

増加株式数
（千株）

減少株式数
（千株）

当期末株式数
（千株）

普通株式 24 7,130 7,130 24

（注） １．当期における増加株式数の内訳は次のとおりです。
2016年5月10日取締役会決議に基づく取得による増加 1,755千株
2017年5月10日取締役会決議に基づく取得による増加 5,372千株
単元未満株式の買取りによる増加 2千株

２．当期における減少株式数の内訳は次のとおりです。
2017年12月21日取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少 7,130千株
単元未満株式の買増請求による減少 0千株
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４．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2017年２月14日
取締役会 普通株式 19,857 16.00 2016年12月31日 2017年３月27日

2017年８月３日
取締役会 普通株式 18,563 15.00 2017年６月30日 2017年９月１日

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日
2018年２月14日

取締役会 普通株式 20,977 利益剰余金 17.00 2017年
12月31日

2018年
３月26日

【税効果会計に関する注記】
１．繰延税金資産の発生の主な原因

未払事業税 1,549百万円
製品保証引当金 2,145百万円
賞与引当金 2,505百万円
投資有価証券・関係会社株式評価損 2,082百万円
その他 12,027百万円
繰延税金資産小計 20,311百万円
評価性引当額 △3,628百万円
繰延税金資産合計 16,682百万円

２．繰延税金負債の発生の主な原因
前払年金費用 △5,056百万円
その他有価証券評価差額金 △29,659百万円
その他 △777百万円
繰延税金負債合計 △35,493百万円
繰延税金負債の純額 △18,810百万円

【関連当事者との取引に関する注記】

種類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 クボタ
トラクター
Corp.

アメリカ
テキサス州

百万US＄
37

トラクタ、汎用機
械、建設機械及びイ
ンプルメントの販売

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注)１

170,866 売掛金 72,194

クボタ
エンジン
アメリカ
Corp.

アメリカ
イリノイ州

百万US＄
10

エンジン及びその部
品、アクセサリーの
販売・エンジニアリ
ング・アフターサー
ビス

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

68,656 売掛金 26,242
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種類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円) 事業の内容 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

サイアム
クボタ
コーポレー
ション
Co.,Ltd.

タイ
パトムター
ニ県

百万B
2,739

トラクタ、コンバイ
ン、インプルメン
ト、横形ディーゼル
エンジン及び建設機
械の製造・販売

(所有)
直接

60.0％

当社製品の
販売
役員の兼任

特許権使用
料(注)２

3,639 (流動資産)
その他

2,241

経営指導料
(注)２

3,053 (流動資産)
その他

1,612

クボタバウ
マシーネン
GmbH

ドイツ
ツバイブリ
ュッケン

百万EUR
14

建設機械の製造・販
売

(所有)
間接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

44,306 売掛金 17,833

㈱クボタ建
機ジャパン

尼崎市 300 建設機械等の販売 (所有)
直接

100.0％

当社製品の
販売

製品の販売
(注)１

20,781 売掛金 13,908

㈱クボタ
クレジット

大阪市 500 農業機械及びその関
連商品の小売金融業
務

(所有)
直接

55.0％
間接

22.9％

資金の援助
信用保証
役員の兼任

資金の貸付
(注)３・４

80,560 短期貸付金 39,005
長期貸付金 35,585

利息の受取
(注)３

242 (流動資産)
その他

56

資金の預り
(注)３・４

14,068 預り金 17,807

利息の支払
(注)３

9 (流動負債)
その他

1

信用保証
(注)５

3,820 ― ―

クボタ環境
サービス㈱

東京都
中央区

90 上下水道施設、清掃
施設及び廃棄物処理
施設の維持管理・設
計・施工・補修・改
造

(所有)
直接

100.0％

当社が施工
した施設の
維持管理・
補修・改造
役員の兼任

資金の預り
(注)３・４

21,452 預り金 19,005

利息の支払
(注)３

11 (流動負債)
その他

0

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、取引価格を決定しています。

２．売上高に対する一定割合で決定しています。
３．市場金利を勘案した利率を合理的に決定しています。
４．取引金額には、期中の平均残高を記載しています。
５．㈱クボタクレジットのグループファイナンス貸付金につき、信用保証を行っています。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 501円66銭
２．１株当たり当期純利益 77円12銭
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